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 第４章 上位・関連計画 

１. 津市総合計画 

津市総合計画は、津市が持続し発展し続けるために目指すべき都市像や、その実現に向けた取

組の方向性を市民と行政が共有し、共にまちづくりを進めるための計画で、津市の最上位計画で

す。 

■基 本 構 想： 平成 30 年度～（計画期間の定めなし） 

■第 2 次基本計画： 平成 30 年度～令和 9 年度 

なお、本計画は、津市総合計画の「目標 4 心やすらぐ住みよいまちづくり」を実現するため

の計画として位置付けられます。 

 

 

 

図４-１ 津市総合計画での位置付け  

第 2 次津市地域公共交通網形成計画 
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２. 津市都市マスタープラン 

津市都市マスタープランは、都市計画法第 18 条の 2 に定める「市町村の都市計画に関する基

本的な方針」のことで、津市総合計画における目標を具体化するための計画の 1 つであり、都市

の将来像や整備方針を明確にし、行政と住民がそれらを共有しながら実現していくことを目的と

して策定しています。 

■計画期間：平成 30 年度～令和 9 年度 

 

津市都市マスタープランでは、都市構造の基本的な考え方について以下のとおり定めています。 

本市は人口減少期を迎えており、その傾向は今後も続くと予測されていることから、今後の都市

づくりについては、人口減少下においても現在までに築かれた生活基盤が維持できる人口密度が必

要となります。 

今後の都市構造は、鉄道駅などの移動利便性の高い拠点に都市機能が集積し、その周辺に良好な

生活サービス機能が確保された居住地を形成することで都市のコンパクト化を図る「多極ネットワ

ーク型コンパクトシティ」の構築が重要となります。 

 

図４-２ 将来都市構造図  
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また、都市づくりの方針の一つである「交通体系形成の方針」について、以下のとおり定めて

います。 

地域公共交通体系の確立 

❏移動利便性が高い持続可能な交通サービスが提供できる公共交通体系を実現するため、有識者や

交通事業者、市民との協議、協働により、鉄道やバス路線とコミュニティ交通の連携を進めます。 

❏人口減少、少子高齢化の進展への対応に向け、都市拠点間を結ぶ路線のサービス水準の維持、都

市拠点と地域拠点を結ぶ路線の維持、地域拠点周辺におけるコミュニティバスなどの多様な移動

手段の確保を推進するなど、地域性に応じた持続可能な交通体系を検討します。 

鉄道の利用促進等 

❏環境負荷が少ない鉄道の利用促進を図るため、利用促進に係る啓発活動を推進するとともに、必

要に応じ関係機関に対してダイヤ改正や増便、施設整備などを要望し、利便性の向上に努めます。 

バス交通の利用促進等 

❏民間バス路線、廃止代替バスなどについては、事業者と連携したＰＲ活動やサービスの向上に取

り組むとともに、交通事業者を含めた関係機関と協力し、維持・活性化に努めます。 

❏コミュニティ交通については、高齢化が進展していく中でも、高齢者の外出を促進できる交通環

境を確保するため、鉄道や民間バス路線との接続強化を進めます。 

❏路線の乗換ができる拠点的なバスターミナルについては、利用者のコミュニティの場など、安全

で快適にバスを待つことのできる待合環境の確保に努めます。 

 

さらに、都市づくりの推進方策の一つである「協働による都市づくり」として、以下の役割が

市民に求められています。 

≪市民に期待される役割≫ 

快適で安心して住み続けることができる都市を形成するためには、市民の一人一人が、都市づく

りの担い手として自ら住むまちに関心をもち、都市づくりに積極的に参加することが大切です。ま

た、市民相互の理解と協力によって、自らが住む地域だけでなく、広域的な都市づくりを継続して

行う主体としての役割が期待されます。 

市民一人一人はもとより、自治会、市民活動団体は、協働のパートナーとして連携と協働による

都市づくりに取り組むことが期待されます。 
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３. 津市立地適正化計画 

津市立地適正化計画は、都市再生特別措置法第 81 条の規定に基づき作成する「都市計画区域

内の区域について、都市再生基本方針に基づき、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図

るための計画」のことで、人口減少・少子高齢化等の社会経済状況の変化に的確に対応し、持続

可能で快適な暮らしができるまちづくりを進めることを目的とした「津市都市マスタープラン」

の一部とみなされます。 

■計画期間：平成 30 年度～令和 9 年度 

（津市都市マスタープランと同じ） 

 

■対象区域：津都市計画区域 

津市立地適正化計画における都市機能誘導区域と居住誘導区域は、下図のとおりです。 

都市機能誘導区域には、「津駅・江戸橋駅周辺地区」、「津新町駅周辺地区」、「久居駅周辺地区」

の 3 地区が定められています。 

 
図４-３ 都市機能誘導区域及び居住誘導区域（全体図）  
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なお、津市立地適正計画では、公共交通について以下のとおり位置付けています。 

 

図４-４ 公共交通に係る基本目標・課題 

・都市の活力を維持するためにも、市民の重要な移動手段である公共交通サービスは不可欠といえ

ます。 

・拠点間を公共交通で結び、交通弱者でも移動が可能な都市を構築します。 

・都市拠点間の主要路線のサービス水準の維持や都市拠点と地域拠点とを結ぶ路線の維持に努め、

公共交通による移動手段を確保します。 
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４. 第 2 期津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略 

第 2 期津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法第

10 条の規定に基づき、地方創生に資する取組の推進を目的として策定したものであり、津市の人

口の現状及び将来の姿を示した上で、目標や施策に関する基本的な方向や具体的な施策を取りま

とめています。 

■戦略の期間：令和 2 年度～令和 6 年度 

 

第 2 期津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略では、公共交通について以下のと

おり定めています。 

基本目標③ 定住・還流・移住などによる新たなひとの流れの創出 

《具体的な施策と重要業績評価指標》 

（1）定住の促進 

エ 公共交通の充実（都市計画部） 

第 2 次津市地域公共交通網形成計画に基づき、鉄道や海上交通、民間路線バス・コミュニテ

ィバス等のバス交通などの様々な交通モードの連携を図ります。 

また、地域の移動ニーズに応じたコミュニティ交通を実現することで、 生活の移動手段を確

保するとともに、公共交通に対する市民意識の向上を図り、利用促進に取り組みます。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ※）） 

【公共交通全体の利用者数】 

21,916,719 人      →      21,950,000 人 

（Ｈ30 年度、ただし、鉄道の利用者数のみ推計値）       （Ｒ６年度） 

【モビリティ・マネジメントや利用促進イベント等実施数】 

6 回（Ｈ30 年度）  →  7 回（Ｒ6 年度） 

【具体的な事業】 

・津市自主運行バス（廃止代替バス）の見直し 

・津市コミュニティバスの再編 

・乗継設定と待合環境の整備 

・モビリティ・マネジメントや利用促進イベント等の実施 

※）ＫＰＩ：Key Performance Indicator 


